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図 2-1 を理解するうえで，地域企業の内的要因に関する「企業家活動の要件」をみていく． 
 
 

























































は，企業家活動の要件として図 2-3 のようにまとめた．  
 
 
図 2-3 企業家活動の要件 


































図 2-4 アクター・ネットワーク概念図 



































図 2-5 地域ものづくり企業のビジネスモデル分析・構築のためのフレームワーク 

















































設立年月： 設立 1973年（昭和 48年）6月  
従業員数： 1,660名（2014年 3月現在）  
株主資本： 資本金 5億円（株式会社エクセディ 100％出資） 








 コア技術：  トライボロジー（摩擦・摩耗・潤滑）技術 







表 3-1 ダイナックスの会社沿革 















































08－千歳第 5 工場 
 苫小牧第 4工場 
 苫小牧 R&D ｾﾝﾀｰ 















12－苫小牧第 5 工場 
13－抄紙ﾗｲﾝ稼働









①2008 年 10 月に社会貢献の一環として，国有林を管理する石狩森林管理署と協定を結
び，2004 年 9 月の台風 18 号で大規模な倒木被害を受けた支笏湖周辺の国有林において，






火ばさみを手に，ＪＲ植苗駅付近の約 2 キロを歩き， 2 時間でペットボトルや空き缶など，
30 リットルの土のう袋で 43 袋分収集した 4． 
 ④自動車関連企業として交通事故の低減に取り組もうと，同社の工場がある苫小牧市に，
縦 70cm横 90cmの黄色い交通安全旗 161 枚を寄贈した．市は寄贈の旗を市内の小学校全 23
校に配る予定 5． 




は１歳以上の未就学児で，午前 8 時から午後７時まで保育可能．近隣企業に声を掛け，5 名
の園児を社外から受け入れている．料金は通常の認可保育園に比べ 3 割ほど低い 6． 
 ⑥日本オリンピック委員会のアスリート就職支援事業に賛同し，ソチ冬季五輪出場権を
獲得したアイスホッケー女子選手 2 名＝ともに三星ダイトーペリグリン＝がＪＯＣの就職
支援「アスナビ」を通じて，2014 年 4 月 1 日付で入社．共に来春に大学を卒業する見込み．
同社には 9月にも選手＝三星ダイトーペリグリン＝も「アスナビ」を通じて入社している 7． 
 ⑦千歳市スポーツセンターの愛称の命名権者が自動車部品製造ダイナックスに決定した．















(2)  企業家の特性 
 親会社である大金製作所創業社長足立一馬氏であった． 
(3)  事業機会の認識 
MT車部品製造の親会社が系列先（ジヤトコ）からAT車分野の成長をある程度見越して，
国産化の必要性，外部環境変化（為替など）から事業機会を認識した． 
 (4)  ビジネスシステムの特徴 
 ＡＴ用摩擦材単体部品の製造販売事業ジヤトコ（系列会社）への供給に始まり，成長期
に入っても同様であった． 
 (5)  地域内外の他企業 


























 (4)  ビジネスシステムの特徴 
 ＡＴ用摩擦材単体部品の製造販売事業ジヤトコ（系列会社）への供給に始まり，成長期
に入っても同様であった． 

























(2)  企業家の特性 
 引き続き正木宏生氏，その後は親会社である大金製作所出身者(非同族に）． 
(3)  事業機会の認識 
自動車業界の再編のなかで，モジュール化対応を進めていることから製品のモジュール
化と，従来の刷り合わせ型部品とあわせて新規事業分野の拡大を図っている． 








































表 3-2 ダイナックスにおけるビジネスコンセプトの転換・展開（競争優位性） 




































































































株式会社ダイナックス 常勤監査役 堺多一郎氏 （役職は当時） 
（2008 年 1 月 16 日 ダイナックス本社にて） 
 
＜技術アドバイス＞ 
株式会社ダイナックス 開発本部副本部長 高橋仁氏 （役職は当時） 
（2008 年 2 月に論文の校閲にて） 
 
＜工場見学・インタビュー協力＞ 
株式会社ダイナックス苫小牧（第 2・第 4・第 5）工場 





                                                   
1 坂井・内田（2008）内田からまとめた． 
2 北海道新聞朝刊地方 2008 年 10 月 19 日 29 ページ記事を参照． 
3 北海道新聞朝刊地方 2008 年 11 月 12 日 25 ページ記事を参照． 
4 北海道新聞夕刊地方 2009 年 5 月 15 日 11 ページ記事を参照． 
5 北海道新聞夕刊地方（苫小牧・日高）2012 年 4 月 12 日 11 ページ記事を参照． 
6 北海道新聞朝刊地方（札幌近郊）2013 年 6 月 15 日 28 ページ記事を参照． 
7 北海道新聞夕刊全道（スポーツ）2013 年 10 月 01 日 2 ページ記事を参照． 
8 北海道新聞朝刊地方（札幌近郊）2014 年 3 月 29 日 32 ページ記事を参照． 
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設立年月： 設立 1955年（昭和 30年）10月  
法人化 1963 年（昭和 38年）3月 
従業員数： 108名（うち女性 14名）  
株主資本： 資本金 7,500万円 



















 生産量：   月産 1,000t 
 事業所：   本社，第 1工場・第 2工場・第 3工場（北海道雨竜郡妹背牛町） 
 
(2) 会社沿革 
1955 年 10 月 佐藤正義により、妹背牛町にて、佐藤鋳造工場として操業 
（主に石炭ストーブ部品を製造） 
1963 年 3 月 有限会社佐藤鋳造所（資本金 200 万円）設立 
       初代取締役社長に佐藤正義氏就任 
1964 年 12 月 取締役社長に佐藤義明氏就任 
1973 年 5 月 佐藤鋳工株式会社（資本金 500 万円増資）に組織変更 
 妹背牛町 356 番地に 5300 ㎡の用地を取得，量産設備工場を新設移転 
12 月 資本金 1,000 万円に増資 
1978 年 9 月 隣接地（78 ㎡）確保，機械工場新設，鋳物粗材の機械加工を開始 
1979 年 5 月 鋳造工場増築（401 ㎡） 
       低周波誘導路（三菱製 3.5t）稼動開始 
ダクタイル鋳鉄（FCD）の製造開始 
       砂混錬機（新東製２G）稼動開始 
1980 年 7 月 資本金 3,000 万円に増資 
 8 月 FBS 自動造型ライン稼動開始 
1986 年 12 月 中子工場増築 
       中子成型機スーパーブローSBO-5C 型を導入 
       事務所増改築 
クレーンブラストを導入 
1987 年 5 月 引っ張り試験機，ブリネル硬度計を設置 
1989 年 1 月 QTA（球状化率超音波試験装置）設置 
 5 月 塗装用膜圧計導入 
20 
 
1990 年 10 月 ウェッククラブ設置 
1991 年 8 月 生型砂自動解析装置を設置 
1993 年 5 月 FBN 自動造型ライン稼動開始 
1996 年 10 月 建屋増設，砂処理拡充 
2004 年 10 月 トヨタ自動車北海道向け鋳鉄部品生産開始 
2005 年 11 月 機械加工工場及び出荷場を新設（第 2 工場） 
2007 年 2 月 日産自動車向け鋳鉄部品生産開始 
     8 月 増産対応可能な鋳物工場を新設（第 3 工場） 
2009 年 4 月 三菱重工業向け鋳物部品生産開始 
     7 月 トヨタ自動車（本社）との直接取引開始 
2010 年 3 月 カチオン電着塗装設備，複合加工機，三次元測定器の導入 
     6 月 代表取締役社長に佐藤孝造氏就任 
2012 年 8 月 ISO9001:2008 認証 
2013 年 2 月 日立製作所向け鋳鉄部品生産開始 
2014 年 3 月 がんばる中小企業・小規模事業者 300 社  経済産業大臣表彰受賞 
                         
出所：佐藤鋳工ＨＰより一部改編 
 














































































2009 年 6 月にこれまで培った品質等がトヨタ自動車本体の求める基準をクリアしたと認
められたため，部品納入の契約先がトヨタ北海道からトヨタ自動車に切り替わり，直接取
引が開始された．2013年度には年間 5万個を納入し，10年前の 5千個から 10倍となった． 
 
（6）自動車他企業・他産業への進出 














・2006 年北海道 IT経営表彰（札幌商工会議所）職人技賞受賞 













































































                                                   
1 左右の車輪の回転数を調整する差道歯車（デファレンシャルギヤ）の格納されている部品． 
2 戦略的イノベーションとは，不連続的イノベーション（再方向付け）による有効性のある新規市場・事






能力」（資源軸）が明確に示されていることが必要である（金井一賴 1998 p.5）． 









































































表 5-1 企業概要・沿革 
名称 株式会社ニッコー 
本社・工場所在地 北海道釧路市 
設立年月日 （1973年 地場水産資源のオリジナル加工機開発のため発足） 
1977（昭和 52）年 12月「株式会社ニッコー」として法人化 
資本金 3,000万円 
























































こうして 77 年にホタテを連続して自動で蒸し上げる機械を，3800 万円で納入できた．短
時間で大量のホタテ処理をこなすことが可能な，当時としては画期的なラインが完成した．
直後に，佐藤社長らの機械に注目していた同業者の業界からは，同じ機械 3 件の注文が相
































道内の大手菓子メーカーや東京に本社を置く食品メーカーなど計 6 社から，10 台以上の引き合い
がある，商品を箱詰めする装置「マルチピッカー」をノーステック 4 の力を借りて開発した．価格


























































展開が図られたか分析し，競争優位の源泉を明らかにしたものを表 5-2 に示す． 
 
表 5-2 ニッコーにおけるビジネスコンセプトの転換・展開（競争優位性） 
フェーズ どのような顧客に ニーズ（価値）を 
いかなる方法・独自能力によって 
（※競争優位の源泉） 










































株式会社ニッコー 代表取締役 佐藤 厚氏 
（2012 年 7月 13 日 ニッコー本社にて） 
                                                   
1 読売新聞（2006/03/14，東京朝刊，道社Ｂ，34 頁）による． 
2 読売新聞（2006/03/15，東京朝刊，道社Ｂ，34 頁）による． 
3 読売新聞（2006/03/16，東京朝刊，道社Ｂ，32 頁）による． 
4 ノーステック： 公益財団法人 北海道科学技術総合振興センターの略称． 
5 朝日新聞朝刊北海道 2005 年 01 月 23 日 27 面による． 
33 
 




















      星が浦工場 （釧路エンジニアリングセンター内） 
      札幌事業所 
 資本金：1,000 万円 
 創業：昭和 8 年(法人化：昭和 27 年 2 月） 
 代表者 代表取締役 島本幸一 （千葉商科大学卒） 
 従業員 本社 33 名 






  鋼構造物工事業，機械器具設置工事業 














昭和 8 年  釧路市入舟町で，初代社長 島本留吉が，焼玉エンジンの修理工場を創立．  
昭和 27 年 2 月 1 日付で，資本金 100 万円の法人に．  
昭和 37 年 資本金 500 万円に増資． 
昭和 39 年 本社及び工場を仲浜町に新築移転．  
昭和 41 年 10 月，専務 島本勇が社長に就任． 
昭和 43 年 釧路重工業（株）の創立に参加し，社長が専務取締役を兼任．  
昭和 48 年 新たにメンテナンス部門の工場を隣接地に増築．  
昭和 49 年 資本金 1,000 万円に増資．  
昭和 50 年 12 月，専務 島本幸一が社長に就任．  
昭和 61 年 札幌に出張所を開設．建設業の許可取得．  
昭和 63 年 協同組合釧路エンジニアリングセンターの設立に参加，星が浦に工場を新設．  
平成 2 年  門型マニシングセンターを導入 
      （コマツエンジニアリング（株）のバンドソーマシンの OEM 生産を開始）．  
平成 5 年  社長島本幸一が協同組合釧路エンジニアリングセンター理事長に就任．  
平成 8 年  札幌出張所を札幌事業所に変更し，拓北に新工場を開設．  
平成 13 年 釧路コールマイン（株）の創立に参加し，社長が取締役に就任．  






























  （平成２５年度補正「中小企業・小規模事業者ものづくり・ 
   商業・サービス革新事業」に採択され， 
   大日金属工業㈱DL９５を 10 月に導入し， 
   プラント内の長尺軸加工に利用） 









































・ 一般産業機械 設計・組立・加工・メンテナンス（整備） 














図 6-4 KECの企業マトリクス 
「釧路の中小５社協組，本州企業から受注数億円―新工場も来月稼働」 





















設立年：平成 15 年 9 月 22 日 
出資金：300 万（島本鉄工株式会社 100%出資） 
本社工場：マリン課（星が浦工場） 
 釧路エンジニアリングセンター内 























































 昭和 43 年 創立に参加し，先代社長が専務取締役を兼任 
・釧路コールマイン（株）：ＫＣＭ 
 平成 13 年創立に参加し，社長が取締役に就任．  
 
6-2-8 島本鉄工の許認可 
  建設業許可 知事（般）7 釧 1757 号  
  鋼構造物，機械器具設置 
 
6-2-9 官公庁の指定 
  釧路海上保安部，北海道水産研究所， 
  釧路開発建設部，釧路市，函館税関 
 
6-2-10 官公庁工事実績等 
  開発建設部：内燃機関整備等， 
  釧路市：鋼構造物，内燃機関等 
     （上下水道部を中心に，縦型ポンプ等）， 
  海上保安部：船舶整備， 
  北海道水産研究所：内燃機関等 
 
6-2-11 主な技術者・技能者資格名等 
1 級技能士 1 人（普通旋盤技能士） 
2 級技能士 7 人（普通旋盤，フライス盤，構造物鉄工） 
アーク溶接 1 人  
ステン溶接 2 種 1 人 
危険物取扱者 11 人 
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舶用機関整備士 1 級 3 人 ，2 級 4 人，3 級 7 人 
特定化学物質主任 2 人  
自家用発電設備 5 人 
揚貨装置運転 1 人 







・地産地消くしろネットワーク（2004 年 10 月設立）：座長 
  釧路管内の生産者・消費者など 17 の団体が所属 
  島本社長は釧路地域工業振興協会を代表して所属 
  付加価値付けや商品包装の工夫で 2 次産業として連携 





6-3-1 [平成 24 年度ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金]に採択 
 
「手術時の大型動物への心理的負担を大幅に軽減する自走式大動物手術台の開発」 





























































工業㈱DL９５を 10 月に導入． 

































昭和 8 年，漁船の焼玉エンジンの修理工場を初代，留吉氏により創業． 
 
6-5-2 大手企業の委託メンテナンス業務への参入 





昭和 61 年，建設業許可を取得し，公共事業へ参入． 
 
6-5-4 大手企業からの直接受注（下請けからの脱却） 




























































































展開が図られたか分析し，競争優位の源泉を明らかにしたものを表 6-1 に示す． 
 
 
表 6-1 島本鉄工におけるビジネスコンセプトの転換・展開（競争優位性） 































































































菱エステイ島本鉄工株式会社 代表取締役 島本幸一氏 
（兼 有限会社 エスティテクノス 代表取締役）  
（2015 年 7 月 17 日 島本鉄工本社にて） 
 
菱エステイ島本鉄工株式会社 常務取締役営業部長 島本勇平氏 
（兼 有限会社 エスティテクノス 常務取締役） 
[2015 年 7 月 17 日 島本鉄工本社・星が浦工場（KEC：釧路エンジニアリングセンター内）
にて] 
 
有限会社 エスティテクノス 営業課主任 高島優氏 
[2015 年 7 月 17 日 島本鉄工星が浦工場（KEC：釧路エンジニアリングセンター内）にて] 
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図 7-1 ビジネスモデルの構成要素 




















             他律性       自律性 
     社会価値 
 
     企業価値 
 
出所：金井他（1994），p.29 














































図 7-3 ビジネスモデルの構成要素：分析枠組み 
出所：Hamel（2000），邦訳 p.101，図 3 に，金井（1999），金井（2000）を導入し，筆者改編 
 













































          




図 7-5 第 2の創業におけるスタートアップ期のビジネスモデル 
出所：筆者作成 
 




















































































































































7-5  まとめ 
7-5-1  ビジネスコンセプトの転換・展開 
  
表 7-1 伊豆倉組におけるビジネスコンセプトの転換・展開（競争優位性） 





















































































































2008 年度からガイド商品企画等の担当者 1 名を配置，2009 年度は十勝ネイチャーセン
ターとの共同開催でワシ観察クルーズやバードウオッチングツアーを行い，旅行代理店や
マスコミの関心を集めた． 

















































第 8章 比較事例分析と分析シート 
 
以上，第 3 章から第 7 章までは各ケースの表 3-2，表 4-1，表 5-2，表 6-1，表 7-1 である
「ビジネスコンセプトの転換・展開」を考察し，第 2 章で提示した分析フレームワークに
もとに事例分析を行ってきた．本章では，創業期，成長期，発展期と三つのフェーズに分
類し，表 8-1 に創業期（内部要因），表 8-2 創業期（外部要因），表 8-3 成長期（内部要因），




表 8-1 創業期（内部要因）における比較事例分析表 














































































































表 8-2 創業期（外部要因）における比較事例分析表 



















× × × × ×
政府・地方自治体
との関係






























表 8-3 成長期（内部要因）における比較事例分析表 











































































































































表 8-4 成長期（外部要因）における比較事例分析表 

















































































































表 8-5 発展期（内部要因）における比較事例分析表 



















































































































































表 8-6 発展期（外部要因）における比較事例分析表 


















































































































































8-1-1 フレームワーク構成要素の比較 1 


















































































































































































































































































































勉強会を行っていた．同社はまず経験を積む意味から，1988 年 7 月に，いすゞ自動車（本
社・東京）から船舶（漁船）用エンジン部品（排気パイプ等 4 点）を受注し，8 月に試作品













に第 3 工場を隣接地に完成させた．2008 年からのリーマン・ショックによる受注減もあっ
たが，結果としてこの決断がその後の契約に結び付いていった． 
トヨタ自動車の品質基準をクリアし直接取引においては，2009 年 6 月にこれまで培った
品質等がトヨタ自動車本体の求める基準をクリアしたと認められたため，部品納入の契約
先がトヨタ北海道からトヨタ自動車に切り替わり，直接取引が開始された．2013 年度には










































































提供する．①第 3 章から第 7 章において表 3-2，表 4-1，表 5-2，表 6-1，表 7-1 と「各事例
のビジネスコンセプトの転換・展開（競争優位性）」を確認してきたが，これをもとに②創
業期，成長期，発展期と三つのフェーズに分類した，表 8-1 に創業期（内部要因），表 8-2
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 以下，「ビジネスモデル構築のための分析シート」をビジネスモデルの構成要素 8 項目毎
に 8 項目を表 8-7～表 8-14 として示す． 
 
 
表 8-7 ビジネスモデル構築のための分析シート ①コア資源 
  創業期 成長期 発展期 特 徴 
ダイナックス × 技術 技術・市場 ハイブリッド型 
佐藤鋳工 × 技術 技術 技術重視型 
ニッコー 市場 市場 技術・市場 市場重視型 
島本鉄工 技術 技術 技術・市場 技術重視型 
伊豆倉組 技術 技術 市場 市場重視型 
自社         
出所：筆者作成 
 
表 8-8 ビジネスモデル構築のための分析シート ②企業家の特性 
  創業期 成長期 発展期 特徴 
ダイナックス 親会社・技術有 同族・技術無 非同族・技術有 非同族・技術有 
佐藤鋳工 祖父・技術有 父・技術有 子息・技術無 同族・技術無 
ニッコー 父・技術有 父・技術有 子息・技術有 同族・技術有 
島本鉄工 祖父・技術有 父・技術有 子息・技術無 同族・技術無 
伊豆倉組 祖父・技術有 孫兄・技術有 孫弟・技術有 同族・技術有 





表 8-9 ビジネスモデル構築のための分析シート ③事業機会の認識 
  創業期 成長期 発展期 特徴 
ダイナックス 親会社 顧客 顧客 顧客から 
佐藤鋳工 既存市場 新市場 新市場 新市場から 
ニッコー 現場 市場変化 市場変化 市場変化から 
島本鉄工 既存市場 協同組合員 異業他社 他社から 
伊豆倉組 元請 発注者 市場変化 市場変化から 
自社         
出所：筆者作成 
 
表 8-10 ビジネスモデル構築のための分析シート ④ビジネスシステムの特徴 
  創業期 成長期 発展期 特徴 
ダイナックス 単体部品 高品質単体部品 高品質集約部品 高品質集約部品 
佐藤鋳工 低品質少量生産 高品質大量生産 高品質大量生産 高品質大量生産 








伊豆倉組 信用蓄積 技術蓄積 蓄積技術活用 蓄積技術活用 
自社         
出所：筆者作成 
表 8-11 ビジネスモデル構築のための分析シート ⑤地域内外の企業との関係 
  創業期 成長期 発展期 特徴 
ダイナックス 合弁 協働 産業集積 産業中核型 
佐藤鋳工 納入先 納入先 納入先 供給型 
ニッコー × 貢献 貢献 貢献型 





伊豆倉組 元請 JV 協働 協働型 
自社         
出所：筆者作成 
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表 8-12 ビジネスモデル構築のための分析シート ⑥大学・研究機関との関係 
  創業期 成長期 発展期 特徴 
ダイナックス × ○ ○ 共同研究型 
佐藤鋳工 × ○ ○ 共同研究型 
ニッコー × ○ ○ 共同研究型 
島本鉄工 × ○ ○ 共同研究型 
伊豆倉組 × × △ 自社開発型 
自社         
出所：筆者作成 
 
表 8-13 ビジネスモデル構築のための分析シート ⑦政府・地方自治体との関係 
  創業期 成長期 発展期 特徴 
ダイナックス × 補助金 サポート 補助金有 
佐藤鋳工 × サポート 補助金・受賞 補助金有 
ニッコー × 補助金 補助金 補助金有 
島本鉄工 × 貢献 補助金 補助金有 
伊豆倉組 発注者 受賞 補助金・受賞 補助金有 
自社          
出所：筆者作成 
 
表 8-14 ビジネスモデル構築のための分析シート ⑧地域産業・地域社会との関係 
  創業期 成長期 発展期 特徴 
ダイナックス × 産業集積 命名権・雇用 寄付・契約型 
佐藤鋳工 地場産業貢献 産業集積 産業集積・雇用 貢献型 
ニッコー 地場産業貢献 地場産業貢献 地域ブランド形成 貢献型 
島本鉄工 地場産業貢献 地場産業貢献 地場産業貢献 貢献型 
伊豆倉組 特命受注 地域自然環境 
への貢献 
観光への貢献 貢献型 




 事業展開を明示的に理解するため，第 2 章で取り上げた，Afuahの「ファミリアリティ・





         
 
 








































     ニッコー，伊豆倉組  
②技術重視型：資源ベース（コア資源）から新市場への展開  
     佐藤鋳工，島本鉄工 
③ハイブリッド型：市場重視型と技術重視型との組み合わせによる展開 
  ダイナックス 
のどのタイプなのかも把握でき今後の経営の指針となる． 
また，上記①，②のタイプ各 2 社に関し，共通項があるか否かを把握するために表 8-15，





表 8-15 ①市場重視型：ポジショニングにおける技術開発の展開における 
ビジネスモデル構築のための分析シート結果比較 
   ニッコー 伊豆倉組 自社 
① コア資源 市場重視型 市場重視型  
② 企業家の特性 同族・技術有 同族・技術有  








貢献型 協働型  
⑥ 大学・研究機関 
との関係 
共同研究型 自社開発型  
⑦ 政府・地方自治体と
の関係 




貢献型 貢献型  
出所：筆者作成 
表 8-16 ②技術重視型：資源ベース（コア資源）から新市場への展開における 
ビジネスモデル構築のための分析シート結果比較 
   佐藤鋳工 島本鉄工 自社 
① コア資源 技術重視型 技術重視型  
② 企業家の特性 同族・技術無 同族・技術無  










供給型 協働型  
⑥ 大学・研究機関 
との関係 
共同研究型 共同研究型  
⑦ 政府・地方自治体と
の関係 




貢献型 貢献型  
出所：筆者作成 
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1金・内田（2008，pp.197-208）の項目を参考に作成． 




表 8-17 自社におけるビジネスコンセプトの転換・展開（競争優位性）記入シート 
自社（会社名）： 
フェーズ どのような顧客に ニーズ（価値）を いかなる方法（能力）によって 
凡例 石炭ストーブメーカー に 鋳物部品 を 
見た目がきれいな程度の品質で生産する体制 
によって 
1)創業期       
2)成長期       
3)成長期       
4)発展期       
5)発展期       
出所：筆者作成 
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             出所：表 8-1，表 8-3，表 8-5の「比較事例分析表」と，表 8-7～表 8-10の
「ビジネスモデル構築のための分析シート」を導入し，筆者改編．  
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             出所：表 8-2，表 8-4，表 8-6の「比較事例分析表」と，表 8-11～表 8-14の














       「ニッコー・伊豆倉組」に類似 
②技術重視型：資源ベース（コア資源）から新市場への展開  
       「佐藤鋳工・島本鉄工」に類似 
③ハイブリッド型：市場重視型と技術重視型との組み合わせによる展開 
  「ダイナックス」に類似 
のどのタイプなのかも把握でき今後の経営の指針となる． 
 

















































表 8-2 創業期（外部要因），表 8-3 成長期（内部要因），表 8-4 成長期（外部要因），表 8-5
発展期（内部要因），表 8-6 発展期（外部要因）と第 3 章から第 7 章までの各ケースの表 3-2，










毎に 8 項目を表 8-7～表 8-14 として示し（その内，表 8-7～表 8-10 は内部要因の 4 項目，
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